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保険税賦課限度額

区分 平成
30年度

令和
元年度

医療分 58万円 61万円
後期高
齢者支
援金分

19万円 19万円

介護分 16万円 16万円

保険税算定における軽減判定所得金額（減額措置）

軽減
割合 平成30年度 令和元年度

5割
軽減

世帯の前年の総所得金額≦33万円
＋（（被保険者数＋特定同一世帯所属

者数）×27万5千円）

世帯の前年の総所得金額≦33万円
＋（（被保険者数＋特定同一世帯所

属者数）×28万円）

2割
軽減

世帯の前年の総所得金額≦33万円
＋（（被保険者数＋特定同一世帯所

属者数）×50万円）

世帯の前年の総所得金額≦33万円
＋（（被保険者数＋特定同一世帯所

属者数）×51万円）
※軽減割合は、均等割（一人あたり）と平等割（一世帯あたり）に対する減額措置になります
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引
き
上
げ
に
つ
い
て

　

国
は
、
今
後
の
経
済
動
向
を

踏
ま
え
た
税
制
改
革
の
一
環
と

し
て
、
令
和
元
年
度
分
保
険
税

賦
課
限
度
額
な
ど
の
引
き
上
げ

を
決
定
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ

り
、
稚
内
市
国
民
健
康
保
険
税

の
賦
課
限
度
額
及
び
減
額
措
置

に
お
け
る
軽
減
判
定
所
得
金
額

が
そ
れ
ぞ
れ
引
き
上
げ
と
な
り

ま
す
。
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社
会
保
険
等（
被
用
者
保
険
）

の
被
保
険
者
本
人
が
、
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
に
移
行
し
た
際
、

そ
の
被
扶
養
者
が
新
た
に
国
民

健
康
保
険
に
加
入
す
る
場
合
に

お
い
て
、
６５
歳
か
ら
７５
歳
未
満

の
方
に
限
り
、
保
険
税
の
軽
減

措
置（
以
下
、
旧
被
扶
養
者
減

免
）を
実
施
し
て
い
ま
し
た
。　

　

減
免
の
期
間
は
、
経
過
措
置

と
し
て「
当
分
の
間
」と
さ
れ
て

い
ま
し
た
が
、
令
和
元
年
度
以

降
は「
均
等
割
額
及
び
平
等
割

額
に
つ
い
て
は
、
資
格
取
得
の

属
す
る
月
以
降
２
年
を
経
過
す

る
月
ま
で
の
間
に
限
り
実
施
す

る
」こ
と
と
改
め
ら
れ
た
こ
と

か
ら
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
国
民
健
康

保
険
加
入
後
２
年
間
を
す
で
に

経
過
し
て
い
る
旧
被
扶
養
者
の

国
民
健
康
保
険
加
入
中
の
皆
さ
ん
へ

国民健康保険税の旧被扶養者減免

区　分
平成30年度保険税まで 令和元年度保険税から
減免期間 減免額 減免期間 減免額

所得割額 当分の間 全額 当分の間 全額

均等割額 当分の間 法定軽減と合
わせ10分の5

資格取得日
から2年

法定軽減と合
わせ10分の5

平等割額 当分の間 法定軽減と合
わせ10分の5

資格取得日
から2年

法定軽減と合
わせ10分の5

方
に
関
し
て
は
、
令
和
元
年
度

以
降
の
旧
被
扶
養
者
減
免
は
適

用
さ
れ
ま
せ
ん
。

問
い
合
わ
せ
／
市
総
合
窓
口
課

　

保
険
年
金
グ
ル
ー
プ
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限度額適用認定証が新しくなります

　現在、ご使用の限度額適用認定証の有効期限
は令和元年7月31日までです。　
　新たに必要となる方は、下記の交付基準に該
当することを確認の上、市総合窓口課に申請し
てください。（70歳未満の国保加入者はすべ
ての方が対象です）

�被保険者証が新しくなります

　現在、ご使用の国民健康保険被保険者証の有
効期限は令和元年7月31日までです。　
　7月中に新しい保険証を送付しますので、お
手元に届きましたら、新しい保険証を使用して
ください。

※�簡易書留での郵送や、窓口での交付を希望する
場合は、7月17日（水）までに連絡ください。
※�新しい保険証の有効期限は、令和2年7月31日
までです。

　新しい
「国民健康
保険被保険者証」
は「えんじ色」です

�����※これまで70歳以上の方にお渡ししていた「高齢受
　給者証」は昨年から保険証と一体化しています。

区分Ⅰ
世帯全員が住民税非課税で、世帯
全員の所得が0円の方(公的年金収
入のみの場合、その受給額が80万
円以下の方)

区分Ⅱ 世帯全員が住民税非課税である方
で「区分Ⅰ」に該当しない方

現役並み所得 課税所得145万円以上の方

限度額適用認定証の交付基準（70歳以上）

　

本
市
に
お
け
る
保
健
医
療
、

社
会
福
祉
に
関
す
る
重
要
事
項

を
調
査
・
審
議
す
る「
稚
内
市

保
健
医
療
福
祉
審
議
会
委
員
」

を
募
集
し
ま
す
。

対
象
／
満
１８
歳
以
上
の
市
民

審
議
内
容
／

　
�

稚
内
市
地
域
福
祉
計
画
な
ど

市
が
策
定
す
る
保
健
医
療
・

社
会
福
祉
分
野
の
計
画
や
施

策
に
関
す
る
こ
と

任
期
／�
８
月
１
日
か
ら
令
和
３

　

年
７
月
３１
日
ま
で（
２
年
間
）

報
酬
等
／

　

�

稚
内
市
非
常
勤
特
別
職
の
職

員
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に

関
す
る
条
例
の
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
る

募
集
人
数
／�

５
名
以
内

　
（
公
募
に
よ
る
市
民
）

応
募
方
法
／

　

�「
申
込
書
」に
必
要
事
項
を
記

入
し
郵
送
ま
た
は
持
参
し
て

く
だ
さ
い
。「
申
込
書
」は
市

役
所
１
階
社
会
福
祉
課
窓
口

で
配
布
し
て
い
る
ほ
か
、
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

応
募
締
切
／
７
月
２３
日（
火
）

選
考
方
法
／

　
応
募
書
類
の
審
査
に
よ
る

審
査
会
の
開
催
頻
度
、
開
催
時

間
な
ど
／

�

不
定
期（
年
２
～
５
回
）

開
催
時
間
は
平
日
１８
時
以
降

を
予
定

申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ
／
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祉
課
障
が
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ル
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プ
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１５
号
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公
募
に
つ
い
て

稚
内
市
保
健
医
療
福
祉
審
議
会
委
員
の

手
話
奉
仕
員
養
成
講
座
受
講
生
募
集

市
で
は
、
手
話
を
必
要
と
す

る
方
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

を
支
援
す
る
た
め
、
手
話
奉
仕

員
養
成
講
座（
入
門
課
程
）を
実

施
し
ま
す
。

手
話
で
伝
え
合
う
楽
し
さ
を

知
り
、
簡
単
な
日
常
会
話
が
で

き
る
よ
う
に
な
る
こ
と
を
目
指

し
ま
す
。

期�

間
／
８
月
１
日（
木
）
～

１２
月
５
日（
木
）

日
時
／

　

毎
週
木
曜
日（
基
本
）

１３
時
３０
分
～
１５
時
３０
分

講
座
回
数
／
全
１８
回
程
度

場
所
／

　

市
立
図
書
館（
基
本
）

　
（
大
黒
４
丁
目
１
番
１
号
）

対�

象
者
／

�

稚
内
市
民

募
集
人
数
／
１５
名

参
加
費
／
無
料

申
し
込
み
期
限
／

　

７
月
２３
日（
火
）　

※�

聴
覚
に
障
が
い
が
あ
る
方
の

福
祉
を
充
実
さ
せ
、
社
会
参

加
を
促
進
す
る
た
め
、
手
話

奉
仕
員
や
要
約
筆
記
奉
仕
員

の
派
遣
事
業
を
実
施
し
て
い

ま
す
。
必
要
な
方
や
興
味
の

あ
る
方
は
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ
／

　

�

市
社
会
福
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課
障
が
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福
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グ
ル
ー
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7月は“社会を明るくする運動” ～犯罪や非行を防止し、
   立ち直りを支える地域のチカラ～ の強調月間です
　この運動は、一人ひとりが犯罪の防止と罪を犯した人たちの更生について理
解を深め、犯罪や非行のない明るい社会を築こうとする全国的な運動です。本
市でも、社会を明るくする運動推進委員会が中心となり、関係機関の協力を得
て街頭啓発などを行います。市民の皆さんのご協力をお願いします。
 問い合わせ／市社会福祉課障がい福祉グループ ☎23‐6453


